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地域移動研究の成果と課題

一地域社会研究への一視角一

Astudvofregionalmobilityジ

中村良

ＲｊﾉqノノＭｚｈα”7tZ

Are-examinationofselectedstudiｅｓｏｎ‘`RegionalMobility'’ａｎｄ．`MobilityEffects,’is

presented･Ｔｈｉｓｉｎｑｕｉｒｙｅｘｐｌｏｒｅｓａｄｅｆｅｃｔｔｈａｔhasbeeninheritedintheoreticaldiscussions・

Ｍｏｖｅｒｓａｒｅｒｅｑｕｉｒｅｄｔｏｍｉｎｉｍｉｚｅｔｈｅdisruptiveeffectsofmobility・Ａｎｄｎｏｎ･ｍｏｖｅｒｓｅｘｉｓｔ

ｉｎｃｏｍｍｕｎｉｔｉｅｓｗｉｔｈｈｉghmembershipturnover･Ｗｅｐｏｉｎｔｏｕｔｔｈｅｃｏｎｔｅｘｔｓｉｎｗｈｉｃｈｉｎter‐

actionsbetweenmovesandnon･moversoccur、ＭＭｏｖｉｎｇｉｓｗｏｒｔｈｗｈｉｌｅ？'，ｉｓconsidered．

であり，都市から郊外への流れとふることができる。こ

れは，現在に至る主要なパターンであるが，東京圏，大

阪圏では，都市部と外周部との中間地帯の一部におい

て，常住人口のみならず，昼間就業者数も減少に転じる

という事態まで生じている，)。

加えて，第二次石油ショック以降，地方圏へのＵ・Ｊ

ターンが鈍化し，昭和56,57年には，また新たに，三大

都市圏への純転入が墹加してきている（図１，２参照)。

これらの結果をぷて承ると，近年，三大都市圏から地

方圏へといった長距離の移動は減少し続けている。しか

しながら，先程のべたような二つの支配的パターンとは

異なる，極めて多様な移動が術に起こっていることが推

測される。移動形態はさまざま異なるにせよ，全人口の

ほぼ１０％にもおよぶ人々が絶えず移動しているのが，

日本社会の現状である。

このような高度流動化状況にあって，こんにちの地域

社会も無縁ではいられない,，「移動者の側からすれば，

地域間移動によって，従来通りの近隣関係の維持や，特

定地域の帰属感が根こそぎされてしまぽかりではなく，

移動を経験しない人々の間でも，新来住者の大量移住に

より（あるいは、旧地付層の大量流出により）これまで

抱いていた地域的愛着感が薄らぐとともに，伝統的な近

隣関係の変化も余儀なくされ｣'）てしまう。このように

１．はじめに

地域移動は，もっとも埜礎的な社会過程のひとつであ

る。そして，それが「まったく社会的事実であり，大な

り小なり人間の主体的行為であるから，条件や動機，移

動者の文化的社会的水準や生活極度と関連して，きわめ

て複雑な現象とな｣'〕ってあらわれてくる。

脱産業化，流動化社会状況にあるといわれてから，す

でに久しい。社会変動の－側面である地域移動は，わが

国の場合，こんにちまでどういった展開をみせてきたの

であろうか。

わが国の戦後の人口動態をふり返るのなら，そこには，

二つの大きな人口の流れが見える。その第一は，農村

から都市への移動である。高度経済成長期を通じて，三

大都市圏の人口が全国の人口に占める割合は急激に高ま

り，三大都市圏と地方圏との間に深刻な過疎・過密の問

題をもたらしたのは周知のとおりである。昭和40年代後

半に入ると，三大都市圏への転入は，減少しはじめる。

50年代前半には，転入・転出ともに，ゆるやかに減少し

ながら均衡状態を維持している（図１参照)。しかしなが

ら，今なお，市町村の境を越えて移動している人々は，

およそ７２０万人にものぼる，という報告がなされてい

る2)。第二の流れは，人口を集積した大都市圏内の移動
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図１三大都市圏，地方圏別転出入人口の推移（数字の単位は千人）
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出拠：総務庁統計局『住民基本台帳移動報告年報』より．

図２三大都市圏への転入経過（単位：千人）
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地域移動は，住民に対し地域社会への安定的関与を不可

能にしてきた。社会移動，とりわけ地域移動が，程度の

差こそあれ人々を社会構造から遊離・撤退させるとすれ

ば「問題は，現代の産業社会がそのピルト・インされた

要件として社会移動を必須としている限り、こうした社

会的分離者・非統合者群を恒常的に大量に産出しつづけ

るという点｣6)にある。よって「今日のように糊民が根

こぎされ漂泊民ばかりとなった社会では，社会移動とい

う観点をぬきにして地域社会の構造や変動を考えること

はできない｣`）という点は強調されてよい。

現代の地域社会を考えるにあたって，地域移動への配

慮なしには，地域社会論は構想しえない。ではいった

い，地域移動は，地域社会に対して，いかなる影響をお

よぼすのであろうか。移動の効果分析というテーマのも

とで，地域社会研究にいかなるアプローチが可能である

のか，ということを考えることが，ここでの主題であ

る。そのためには，移動の効果に言及した研究をより広

く取りあげ，それらを統合的に把握する必要がある。

まず，社会移動論の中での効果研究を取り上げる。そ

こでは職業階層間の移動が個人の生活構造に影響を及ぼ

すことを明らかにしつつあるが，いまだ十分なものとIよ

いえない。その理111は，分離・非分離という二仮説の対

立を強調するあまり，移動の生ずる社会的・文化的コン

テクストの問題を等閑視してきたことにある。次に分析

の対象を，個人から第一次社会関係に転じ，地域間移動

との関連を，主に家族研究の中から探る。そこでは，移

動が第一次社会関係の連関に，機能的な相互浸透という

影響を及ぼすことが解明されつつある。だが，まだ多く

の経験的データの収集が必要な段階にあるといえる。そ

して，地域社会レペルでの移動効果を扱った研究を紹介

し問題点を摘出する。最後に今後の検討課題を整理し，

若干の私見を加える。

２．移動効果研究史

移動の効果を論じようとするとき，第一にわれわれが

注目せねばならないのは，社会移動論の中で取りあげら

れてきた階層間移動の個人の生活構造に対する影響を論

じた諸研究である。社会移動という概念が，社会柵造と

個人との連結点に位置するものであることから，移勤の

効果もまず個人レベルで直接的に検証されてきた。社会

移動が個人を経由して地域の社会構造に及んでゆくと考

えることは、論理的に説明が可能である。移動が個人を

媒介にして地域社会に影響をおよぼす過程をさぐる前

に，移動がもたらす個人レベルでの移動効果を整理して

おく必要がある。なぜなら，社会参加など移動効果とし

て論じられてきたものこそ，個人の生活構造の変動であ

ると同時に，地域社会の構成要素となるものだからであ

る。

（１）階層間移動の効果

階1蘭１１川移動の効果として論じられてきたものには，ま

ず移動が個人の態度に分裂的ないし病理的効果を及ぼす

とする「分離仮説」（Disociativehypothesis）がある。

その対局に置かれるのが「非分離仮説」である。これは，

移動を一つの連続的事態として捉え，その適応的結果を

予測する「社会化仮説」（Socializationhypothesis）に

代表される。

①分離仮説

ソローキンによれば，移動者は固有の，社会的ボック

ス」にとどまらず，転々とすることにより，特定のボッ

クスに定蒜して，安定的な人間関係を保持できず孤立す

ることになるという7)。ソロキーソ以降も，この立場に

立つ研究は、ほぼ，移動者をフォーマル・インフォーマ

ル双方の社会関係から孤立した「マージナル・マン」と

して捉えている。すなわち移動者は，自分の所属してい

た階層や集団にとどまっている定着者との既存の絆を断

ち切り，未知の１１上界に入ってゆく。しかしながら結局，

到達した階層や集団から受け入れられずに、社会的・心

理的に孤立・孤独・分離の状態におかれたものとして理

解される。

エリスとレイン8)は，ソローキンの移動効果論を分離

仮説として直接検証しようとした。彼らが対象とするの

は，家族背景が下層階級であって，スタンフォード大学

という上1,1クラスの大学に入学した「上昇移励者」であ

る。フォーマルな側面では，「上層安定者」との差は認

められないものの，友人とのつきあいに関しては，孤立

状態を持続させていることが明らかにされている。移動

の局面がかなり限定的であるとはいえ，移動の分離効果

がある程度持続することを検証した数少ない業績の一つ

である。

また，部分的ではなるが，この仮説を指示するものと

して，Ｐ.Ｍ・プラウがいる。彼は，「社会生活はジレン

マの連続」であり，移動者は「限界人（marginalman）

であって，職業的階層組織のなかでの彼らの新しい階層

ともとの階層のいずれにおいても他の人びととある点で

はうまくいかない｣，）のだとする。ジレンマは，社会的

統合を妨げ，態度や行動を規制するという仮説を中心

に，ジレンマへの対応の仕方，すなわち，移動が人間関
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係に与える影響を三つに類型化している。職業間の移動

がなぜ人間間の関係に特殊なジレンマを生み出すのであ

ろうか。移動者の交渉相手(companions)の社会的地位

は，諸職業階層と諸社会階級一親密な社会的接近を制

限する区別のはっきりとした生活スタイルをともなう威

光集団（prestigegroups)－という二つの次元から構

成されている。しかし，前者における移勘は必ずしも，

後者での移動をともなうとは限らない。職業階層間の移

動の方向（上昇と下降）と，所属社会階級を変えるか否

かで，四つの移動パターンが考えられる。いずれの場合

にも，上層の生活様式になかなかなじめなかったり，経

済的失敗を不断に想起させるなど，移動者は孤立状態に

陥ることになる。ただ彼は，前述のニリスとレインの場

合とは異なり，分離効果を固定的なものとは考えていな

い。移動者の「前途を方向づける準拠点をこの仲間（到

達階層の成員）たちが構成する」（括弧内は引用者)'０)と

して，コミュニケーションを鍵とすることにより，移動

者が分離状態から再統合される可能性を示唆している。

②非分離仮説

この非分離仮説は，「社会化仮説」と「分化効果仮説」

に大別できる。

まず，「社会化仮説」とは，「先取りした社会化」によ

り，移動者はあらかじめ到達しようとする階層や地域社

会の視範，生活様式を学習しているため，移動の前後に

は，それ程の分断はない，とするのである。

カーチスは，労働組合参加'')，任意団体参加'2)，第一

次集団参加'3)と移動との関係を考察している。前二者の

なかでカーチスは，フォーマルとインフォーマルな社会

参加とでは，移動の及ぼす効果がかなり異なっているこ

とや，影響があるとしても，それは移動そのものが急激

である場合に限られる，などの興味深い指摘をしてい

る。また，第一次集団参加に関しては，若干上昇移動者

層には相対的に孤立した時期を確認している。しかしこ

こでは，年齢ととももにはっきりとした差が認められな

くなっている。一度分離状態を経験したものが，ある一

定期間を過ぎることによって，再統合されてゆくプロセ

スを示しているのである。

次に，もう一つの非分離仮説として注目されるのが，

「分化効果仮説｣M)である。これも「社会化仮説」とどう

よう，「分離仮説」をもとにしたものである。この分化

効果仮説とは，移動に関して，ある局面では分離・孤立

といった状態が現れると同時，他の局面では，それと反

対に適応の状態を呈している，というものである。

ケッシンは，聯業移動と対人的・心理的ストレスとの

第２９号１９８９

関係を，ダミー変数の重回帰分析により追跡しようとす

る'`)。彼は，これまでの調査研究から，一般的な趨勢が

見出だし得ず，経験的一般化をなしうるほどの結果が出

ていない，とのべる。その最大の理由は，移動の効果を

分析するさい，移動の効果のみを求めすぎるあまりに，

地位そのものの持つ効果への配慮を欠いたことにある。

そして分析の結果，特に下降移動者について述べるのな

ら，心理的側面における孤立状態と，友人・親族といっ

たインフォーマル関係への相対的に積極的な参加とい

う，分離・適応の状態が同時に起こっていることを明ら

かにしている句このように，下降移動者の第一次集団へ

の参加が，分離仮説の説くほど少ないものではないこと

を発見した彼は，その理由を「幟業櫛造のなかで，地位

を低める下降移動者は，おそらく,第一次集団への参加

を増すことにより地位の喪失を代償しようとする｣!`）た

めであろうと指摘した。さらに，強力な第一次関係的結

合が，個人の社会移動を抑止するように作用するかもし

れない，として自らの見解を「修正分離仮説」と言い表

している。

③考察

この分野での諸研究は，上記の二仮説をめぐって，ど

ちらがより妥当であるのかを検証しようとして進められ

てきた。しかしながら，このような観点にたって進めら

れてきた分析は，いわば一種の「袋小路」に陥っている。

その最大の原因は，分離一非分離という類型設定そのも

のにある。分離仮説と非分離仮説は，いずれも，移動を

独立変数としながら，従属変数としての社会参加や社会

的態度をまったく対立したものとして提示してきた。社

会移動は，既存の社会関係を全体的ないし部分的に，一

度は断ち切ることを不可避的に要請する。移動による分

離効果が，移動の直後にあらわれやすいされるのは，ほ

ぼ日明のことといえよう。「分離仮説」が着目したのは，

この移動に伴うもっとも初期的，顕在的な現象であっ

た。

これに対して，非分離仮脱の一つである「社会化仮説」

は，期間的な，分離状況から非分離状況への変容過程を

強調する。移動は程度の差こそあれ，一時的には，孤立

状態，社会参加からの撤退をもたらすが，長期的に見れ

ば，再統合の可能な次元では，それがなされてゆく。ま

たもう一つの非分離仮説である「分化効果仮説」は，分

離状況と非分離状況が同時にあらわれてくる点を強調す

る。移動が，ある局面における孤立状態をもたらすこと

があっても，他の局面においては，むしろ，参加を促

し，それにより他の孤立状況を補おうとする。



地域移動研究の成果と課題 6９

分離，非分離の二仮説間の論争は，二者択一を決定し

ようとして進められてきた。だが以上から明らかなよう

に，それらは，移動にともなう現象の異なる側面をそれ

ぞれ誠調してきたのである。さまざまな局而で，分離・

非分離状況が程度的には観察される，と言わざるを得な

いのが現在の状態である。すなわち，いずれの仮説も部

分的には妥当する側面を持っている。社会関係の分断・

再編という形で，移動が個人の生活構造に影響を及ぼす

ことは確認できた。しかしながら，それがいかなる要因

の組糸合わせで起こってくるのか，ということまでは分

析が及んでいない。

そこで次にわれわれが問題にせねばならないのは，そ

れぞれの移動効果が生ずる条件である。いかなる条件の

もとで，移動主体は分離状態に陥りやすいのか，または

社会化に向かい得るのか，を考えねばならない。すなわ

ち，移動の生ずる社会的・文化的コソテクストの問題で

ある。この社会的・文化的コンテクストとは，非常に''１ｍ

広い内容を含んでいる。広くは，全体社会レベルでの価

値規範，社会構造の開放性から，個人のとり結んでいる

社会関係のあり方までが，そこには含まれている。当該

社会が開放的であるのか閉鎖的であるのか，すなわち移

動を促進する価Ilif規範があるのか否かにより，移動の効

果は異なってくる．また，移動に対する従属変数として

扱われてきた第一次社会関係は、移動の社会的コンテク

ストとしての側面も持っている。親族，友人，近隣とい

った諸社会関係は，第一次社会関係として一括して捉え

られる傾向が強いが，それらは，基本的には当然異なる

性格を持つものである。当該移動主体にとり，それぞれ

の社会関係がどういった「比重」を持つ生活構造を構成

しているかによっても，移動の効果は制約を受けること

になる。

移動が個人の生活構造に対し，一時的にせよ，社会関

係の分断という分離効果をおよぼすことは必須である。

そうであるのなら，いかなる条件を付与すれば，それが

｢社会化」に向かいうるのかを考えてゆかねばならない。

その為に，移動の社会的コンテクストとして，第一次社

会関係を取りあげることが，必要かつ有効であろう。な

ぜなら，第一次社会関係は，個人の生活柵造の一角をな

すものであると同時に，地域社会構造の構成要素として

も存在するからである。

である。ここで地域移動を取りあげようとするのは一つ

には，社会移動は階層間移動にのみ限定されるものでは

ないという問題意識からである。すぺての個人は，社会

生活を営むために，一定の地域に根ざして生活空間を広

げている。すなわち「人はすべて地域的空間内のどこか

にそれぞれの深さをもった根をおろして生活しなければ

ならない｣'7）のであるどこに住んでいるのか，どのよ

うな生活空間を持っているのかは，その人の社会的地位

を決定する－つの重要な要因であるといえる。地域移動

は，ソローキンが提示して水平移動の一類型であるとは

必ずしもいい難い。むしろ，階層というカテゴリー間の

移動以上に，実体的な移動として，主体に対して持つ意

味は大きいのではないだろうか。では，地域移動は，人

々にどのような影響を及ぼすのであろうか。

地域移動の個人レベルでの影響を扱った研究は数少な

い１８)。では次に，個人から家族に視点を移し，移動の効

果を考えて承ることにしたい。

前節で象たように，社会移動論においては移動主体が

個人に限定されていたことにより，移動の効果が個人の

生活構造レベルにしかおよばなかった。このことは地域

社会レベルでの効果を考えようとするわれわれにとって

は爪大な問題である。では家族という集団は，移励の主

体とはなりえないのであろうか。これに関してハリスは

次のように述べている。移動する単位というのは，実は

家族であって個人ではない｡なぜなら「両親が移動する

ぱあいには，それが地理的であれ，または社会的であ

れ,子ども達もまた移動せねばならない｣１９)からである。

では，家族研究の分野では，この問題に対していかなる

検討を加えてきたのであろうか。

そこでは，家族をとりまく親族，友人，近隣といった

第一次社会関係が，地域間移動によっていかなる影響を

受けるのか，という１１０題が論じられてきた。「移動と第

一次社会関係」というテーマは，言うまでもなく社会移

動論の中だけの問題ではない。むしろ，高度産業化，流

動化社会において，第一次社会関係がいかなる愈味を持

つのか，という脈絡において，家族研究の中の－つの根

本的問題である。

第一次社会関係に関する研究は，1940年代の後半まで

あまりなされてこなかったと言える。産業化，都市化社

会においては，第一次社会関係そのものが弱体化し，第

二次社会関係・集団の方が優越すると考えられたためで

ある。

第二次集団の重視の理論的根拠は，リトークによれば，

次の二点に要約できる20)。その第一は，高度に産業化が

（２）地域移動の効果

冒頭でも述べたとおり，現代の地域社会を考えようと

するとき，社会移動，中でも地域移動への配感が不可欠
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進んだ西欧，アメリカ，日本などの現代社会における官

僚的諸組)織は，第一次集団よりも効果的な目標達成をお

こなう巨大な社会組織や集団の形成を必要とする。すな

わち，第一次関係が官僚的組織と調和しうる能力の問題

である。そして第二には，現代社会の巨大な官僚諸組織

は，第一次集団と相矛盾する社会的な集団関係や，その

他の諸条件，特に第一次集団に所属しているメンバーの

地域移動，職業移動を認めることを要求する，というも

のである。

このような前提に立脚して，パーソンズは周知のとお

り「孤立的核家族」に関する命題を発表している2,．パ

ーソンズは，都市化や産業化に伴って生じる孤立的核家

族の存在を指摘した。換言するのなら，その類型が産業

社会やその他の諸制度にもっとも適合的なものである，

と論じたのである。

この提起に呼応する形で，数多くの実iii[研究が公刊さ

れる。それらは，産業化に伴って衰退するはずの第一次

関係が，実は存続しており，それらを「再発見」すると

いう脈絡に沿って展開された，その典型的な例が，次に

述ぺるリトークの研究である.

リトークは，上述の核家族説を批判的に検討したうえ

で，「修正拡大家族説」を提起した22)。リトークのこれ

らの論文は，直接的にはパーソンズ批判として位極づけ

られるが，その背後には，次のような認識がある。すな

わち，現代社会に一般的な特徴として，産業組織の官僚

制化の進展がある。この産業官僚制の拡大・浸透は，一

方では，官僚制的職業地位とその移動に秩序ある変化及

びその増大をもたらす。また他方では，このような状況

にあっても，「家族は，あらゆる他の社会制度がその活

動に依存する基本的な社会制度であること，またある社

会が現になされているあらゆる活動は官僚制集剛のみで

は供給しえ」ず，「非官僚制的集団によっても遂行され

ねばならない｣23）のである。すなわち，産業官僚制の進

展とそれに伴う移動性の増大と，家族を中心とした第一

次関係とが相互補完的である，と主張したのである。修

正拡大家族が地理的移動を促進すること，及び拡大家族

の一体性は，対面接触の中断にもかかわらず，保持され

つづけることをリトークは論じている。さらに，拡大家

族に志向する者たちは，親族から遠く離れて生活する傾

向がある。しかし，職歴の終わりにかけては，地理的に

親族に近くなる傾向のあることを述べている。また，高

い地位の官僚制的職業につく者たちの方が、距離の長い

移動を要請されることにも言及する。

このように，リトークの言わんとするところは，親族

間の接触は，移動が頻繁な社会においても維持されう

る，ということである。このパーソンズとリトークとの

所論を批判的に検討したうえで，ハリスは次のように述

べている。すなわち「パーソンズの貢献が，高度産業社

会においてあらわれがちな社会的・地理的移動の要求と

拡大家族集団の維持とは整合しないと論じた」のに対

し，「リトークの業績は，超核家族関係の存在が事実上

この移動を助成する点では重要でありうることを証明し

た（傍点原著者)｣2`）のにとどまるのである。

パーソンズ，リトーク，ハリスらの論争を典型として，

以後さまざまな実証研究が展開されてくる。それらをも

ってしばしば指摘されるように，現代社会という，高度

流動化社会における第一次社会関係の事実上の存続は，

それらの諸関係が，現代社会に対して機能的であること

を実証したと言える。しかしながらそれのみでは，理論

的に，その存続に関わる諸問題が解決されたとは言い難

い．次に間われなければならないのは，現代社会におい

て，第一次社会関係が存続するための条件であった。す

なわち，第一次社会関係間の相互連関の問題である。

この連関の問題に言及する前に，まず，第一次社会関

係として取りあげられる親族、友人，近隣関係が，それ

ぞれいかなる基本的特質を持つのかを確認しておく必要

がある。それらが，移動という状況下でどういった代替

・補完性をみせるのかが問題だからである。

一般的に，親族は，生得的，所与的，永続的性格を有

し，友人は盤得的・発展的であるとされている。また，

近隣は，緊急的な適応性を持つといわれる。このような

諸特質は，確かに基本的である。しかしながら現実的に

は，そうした他と明確に識別しうる基本的特質を，確認

できない場合もしばしばぶられる。

このように，親族，友人，近隣の些本的性格を強調す

ることは，現実の社会諸関係を一元化する危険性があ

る。その意味で，それら第一次諸関係の基本的性格は，

あくまでも理念的であると糸なすべきである２６)。

では，これまでの議論を踏まえたうえで，われわれは，

移動による鮒一次諸関係間への影響をどのように捉えて

ゆけばよいのであろうか。

これまでに発表されてきた調査結果を象るならば，移

動に伴い，先ほど述べたような基本的特質が保持されて

いるとはいい難い。むしろ，関係相互に浸透がみられ，

軽化，疑似化が生じていることが明らかにされてきてい

る2`)。しかしながら，まだ，一般的な結論を出す段階に

までは至っておらず，さらに多くの経験的データの収集

を必要としている。
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さらに，この問題は，実証研究の量的拡大をもっての

詮解決しうるものではない。社会移動論の中での効果研

究は，分離一非分離という類型を強調するあまりに停Iドド

状況に陥った。それとどのように，単に，三つの社会関

係間の相互連間を問うばかりでは，さまざまな状況のも

とでの，多様な関連性を検証するにとどまる危険性が大

きい。

これまでの文脈に即していえば，第一に今後は，第一

次関係間の相互関連性ばかりではなく，外部の社会諸機

関，社会諸制度との相関を問うこと27)が必要となる。そ

して第二に，より重要なのは，そうした関係性の中で，

当該移動主体がどういった状況を「適応」もしくは「安

定」と捉えているのか28）を問わねばならない。それら

は，移動がどういった社会的コンテクストのもとで生じ

たのかを考慮することにつながると考えられる。いずれ

にせよ，階層間移動の研究で得られた知見とどうよう

に，移動のもつ分離効果をどのように最小限にとどめ，

さらに発展させうるのか，その条件こそ探求してゆかね

ばならない。

都市化・産業化
（政策と投資）

二／、‐

ui］

出拠：鈴木広編『コミュニティ・モラールと社

会移動の研究』（アカデミア出版，1978）

図３
３．ＣＭＭ調査研究

「コミュニティー･モラールと社会移動」（Community

MoraleandMobility）に関する調査研究は，その頭文

字を略して，ＣＭＭ調査研究と呼ばれている。それは鈴

木広を中心とするグループが1975年に九州の地方都市で

おこなった調査である。この調査の理論的枠組は，鈴木

広に負うところが非常に大きい。彼は以前から，社会的

地位およびその変化に関して，枇造的・客観的規定関係

の中で捉えるだけではなく，主体的規定関係の中でも捉

える必要のあることを主張していた28)。そして社会移動

に関しても，構造論的なマクロ分析だけではなく，社会

的行為現象として，理解社会学的に，その主観的側面と

の相互規定関係の中で，移動の意味を問うべきであると

主張していた２，)。

このような基本的立場から，この調査の根底に据えら

れるのは，第一に，これまでの階闇間移動に比して捨象

されることの多かった地域移動を重視することである．

そして第二には，移動の，個人を準拠枠とする「生活枇

造論」的アプローチをとることにより，移動現象の意味

解明をすることである。

分析枠組としては，地域社会を，その成員柵成（ヒト

・レベル)，生活基礎要件（モノ・レベル)，生活構造

(行動・レペル)，コミュニティ意識（ココロ・レベル）

の４つのレベルに分け，それらの連動現象として統合的

に把握しようとする（図３参照)。

全体を通じて，土瀞一流動という類型とコミュニティ

意餓を中心にして，移動が人々の生活櫛造にどのような

影響を与え，さらには，その集積として地域社会に及ぼ

す影響を検討しようとしている。

ただ，調査結果は，それがあまりにも多岐にわたり，

やや状況報告に終わっている観も否めない。繁雑になる

ため，すべての項目について検討はしないが，前段まで

の知見と比較するために，移動とフォーマル・インフォ

ーマル参加に関しての糸述べておきたい。

まず，インフォーマルな社会参加に関しては,第一に，

｢インフォーマル参加の豊富さはホワイトカラー性や自

営性と親和する」という知見がほぼ得られたが，士着型

の地域社会ではこれは妥当しない。第二に，参加と安定

性・移動性との関連は，「親交の相対的豊かさはホワイ

トカラーでは一貫して安定性と親和しているのにたいし

て，ブルーカラーでは」四地区中三地区において「移動

性と結びついている｣。すなわち，「ホワイトカラーでは
●●●●●●●

上昇移動層がどこにおいても，またブルーカラーでは安

定掴が三地区で分離的であった(傍点原著者)｣30)ことが

報告されている。

また，フォーマルな集団参加に関しては，まず，地域

移動との関連から第一に，移動のマイナス効果は時間の



７２社会学研究科紀要

経過とともにやわげられる゜第二に，土着層が閉鎖的な

社会関係のネットワークを構成している地区では，移動

的の分離効果が著しい。第三には，移動後一定の期間が

すぎると，移動者と流入者との集団参加量には差がふら

れなくなる。第四には，根づきの地域移動（Ｕターン）

はむしろ集団参加を豊富にしている．そして第五には，

一定空間内の地域移動はフォーマルな社会関係には影響

を及ぼさない。逆に，一定の空間的範域外の無縁の土地

からの流入は集団参加からの孤立をもたらすことにな

る３Ｄ。

そして，この調査全体としては，次のようなまとめが

なされている。それは第一に，流動志向よりも定着志向

が，また開放志向よりも閉鋭志向のほうが，現実には地

域への関心を高め，コミュニティの物財的・関係的構成

を充実させていく力となる。第二としては，土着者また

は土着志向をもつ流動者が、土着原理と流動原理の双方

を体験的に学習している短期的他出者ないしＵターン者

のリーダーシップを得るというコンビネーションが，事

実上＄多いケースであるが，相対的に有効にコミュニテ

ィを動かしている構成の事例である。第三に，物財体系

の現水準への評価が高い地区，高い項目，高い要件群ほ

ど，その改善を要求する程度は弱いというほぼ一貫した

傾向がある。第四には，地域移動の経験は，特定地域を

相対化する経験であるから，概して権利意識や要求水準

を高める効果をもつので一過性，定着性を問わず移動者

は強く要求するが，定着者の場合には，地域的関心を媒

介にしてその要求が社会化されるのに対し，一過性の場

合には，社会化されずに拡散してしまう，という四つの

事実発見にまとめられている32)。

この調査研究は，地域移動を社会学的に取りあげ，地

域社会論との接合を試みた先駆的業績として，その意義

は大変大きいといえる。なかでも，移動の対概念とし

て，土着あるいは定着という概念を考案し，現実にそこ

に住む人とと地域社会との関係を，より動態的に捉える

視角を導いたことは積極的に評価されてよい。しかしな

がら先駆的業績ゆえに検討探題をもっていると思われ

る。では，これまでの移動効果研究との関連から，特に

重要な点に絞って考察しておくことにしたい。

まず第一に，地域移動の効果を地域社会レペルで捉え

るための説明図式、この調査のもっとも根本的な考え方

の問題がある。すなわち，移動の分離・非分離効果が，

個人の生活構造レベルであらわれ，さらにそれらが集積

して地域社会に及んでゆくという図式である。確かに

「原則的には階層間移動にかんする仮説は，そのまま地
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域間移動に適用できると考えてさしつかえない｣33)。し

かしながら，そこに内包される問題は，これまで指摘し

てきたとおりである。また，「人びとの『生活構造』が

累積してコミュニティのレベルにおいても，一定の『類

型』を結晶化することが想定される｣3⑪という立場に立

つのなら，なおさら，その締IIb化の過程を詳細に検討す

る必要があったのではないだろうか。

さらに第二には，士潜，あるいは土着志向性の問題が

ある。これは明らかに，コミュニティ形成の核となるも

のである。ではこれらの資質，あるいは意識はどのよう

に確保できるものなのであろうか。根本的に「地域にた

いして愛着のない者に，地域をよくする意識を期待する

ことはできない｣，`）とはいうものの，所与のものと前提

することはやや困難といえるのではないだろうか。

これに関連して，次のような興味ぶかい事実が報告さ

れている。「土着性集団の典型とみられる町内会である

が…これに準拠を求める人びとは，地域移動における土

着層ではなく…Ｕターン層などである｣"）という。いわ

ば，こうした自動加入型の集団が．一過性住民に対して，

実質的内容を伴うか否かは別としても，根づいてゆく－

つの「きっかけ」を与えているのではないだろうか。現

代の地域社会において，どこにおいてもJ1入られる，こう

した集団状況から，移動と地域社会とのかかわりかたを

考えてゆくべきではないだろうか。

また第三に，この洲企の基底にあるのは，従来社会移

動を，あまりにも階層軸;こIIilして捉えていたことに対す

るアンチ・テーゼであった。このような立場に立つとす

れば，階層間移動，階刷要因を考M1しながら，地域移動

を考察する必要があるはずである。しかしながら，実際

の分析を糸てゆくと，階層要因を捨象した上での，地域

移動の分析になっているように思われる。階層間移動と

地域移動との関連について，それぞれの移動の有無によ

り，四類型をつくり，各調査地区での構成比を算出する

試糸がなされているｗ)。上述のような基本的視座からす

れば，このような両者の関連を基本としながら，地域移

励類型を考え出すべきでなかったのだろうか。また，移

動と社会参加との関連でも，階層間，地域間の移動を，

それぞれ別に取りあげ，検討を加えている。これでは本

来の意図からややはずれ，より地域移動に重点をおいた

分析にとどまっているといわざるる得ない。

また第四には，コミュニティ意識の問題がある。この

調査では，コミュニティ意識をモーラルとノルムの二次

元に分けて把握しようとしたところに特徴があった。だ

が，その独自性を強調するわりには，社会移動とコミュ
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双方の社会関係，集団関係の在り方や規範といった部分

まで含め，全体的に把握する姿勢が要請されよう。そう

した動向が現れつつあるがｲo)，詳しい検討は他ロを期し

たい。

ただ，われわれが忘れてならないのは，現代社会にお

けるコミュニティ状況が，「平均人の平均的生活を前提

とした場合，コミュニティ活動を人々の崇高な、治意識

や市民意識に期待する前に，『自分に直接利害が絡まな

ければ，当該の'111題に関心を示しもしないし，行動も起

こさない』という平均人の一般行動原理｣`!）に立脚して

いるという点である。そうした中での移動を探求してゆ

くことこそが，われわれの課題に他ならない。

ニティ意識との関連について，確固たる関連性は示され

ていない38〕・地域社会の４レベルの中で，彼らが特にこ

の意識の側面を重視しているだけに，この問題はさらに

深く検討される必要がある。

４．地域移動と地域社会…結びにかえて

最後に，これまでの研究で明らかにされてこなかった

重要な問題に限定して，今後の研究課題を整理しておか

ねばならない.それらは第一に，階屑間移動と地域移動

との関連，第二には，移動要因，そして第三には，移動

パターンに関する問題である。

第一の階層間移動と地域移動との関連とは，社会移動

概念の再検討という問題である。両者は，概念上はまっ

たく異なるものであるが，主体に即して考えるのなら，

それらは共時的に起こることが少なくない．両者を別ゐ

に取りあげ，全体社会レベルでの枇造論的把握をするこ

とには十分意義がある。しかしながらそのことと，主体

にとっての移動の意味を解明することとは必ずしも一致

するわけではない。また，両者を伴う全体的社会移動が

移動者にもっとも強い影響を及ぼす３，)という指摘もみら

れるが，まだ推論の域を出てはいない。両者の関連性を

追求するとともに，地域社会への1111:接的な変助要因とし

ての地域移動を積極的に取りあげる試朶がさらになされ

るべきである。

第二に，移動要因の'11]題がある。これは，移動効果分

析の基本的視点とも関述する。これまで移動の効果分析

では，移動を独立変数として捉え，それに伴う効果を考

察の対象としてきた。いかなる社会関係，地域社会榊造

のもとから出発し，そして到達するのかという関係論的

視点から移動現象を十分把握してきたとはいい難い。そ

こでは，移動を，単に独立変数として扱ってきたのであ

る。ここに現在の移動効果分析の停滞の根本的な理由が

ある。今後，地域移動と地域社会との関連を考えてゆく

ためには，出発到達双方の地域社会柵造を明らかにしな

がら，移動現象を把握することが必要である。

上述の問題と関連して，第三に}よ，移動パターンの問

題がある。全体社会レベルでの移動の趨勢は，国勢調査

などで明らかにされてきている。しかしながらそこで

は，社会学的な視点が稀薄であるため，人々が具体的に

どこからどこへ移動しているのかまでは，われわれには

把握できていない。都市間移動，出稼ぎなどの視点か

ら，具体的な移動パターンを掘り起こしていくことが必

要である。

先ほども述べたように，今後は，地域社会間の移動を，
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